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交付申請書の記載について 
 

■交付申請に必要な書類等 

１．様式第１ 補助金交付申請書 

２．様式第１の別紙 補助事業計画書 

３．添付書類 見積書１通または３通 

４．ＣＤ－Ｒ（ＤＶＤ－Ｒ）：様式第１、様式第１の別紙（補助事業計画書）の Word データを格納したＣＤ－Ｒ等（別紙を付ける場合はそのデータも含む） 

 

■様式第１の別紙 補助事業計画書について 

事前に、ものづくり島根県地域事務局とメールでやり取りをしていただき、確定したものに押印しご提出をお願いします。 

 

様式第１の別紙 補助事業計画書は、「革新的サービス」、「ものづくり技術」でそれぞれ異なります。 

公募申請時と同じ類型の様式を使用してください。 

 

また、「補助事業計画書」は、公募時にご提出いただいた「事業計画書」とよく似ていますが、異なる様式ですので、必ず、島根県地域事務局ＨＰよりダウンロードし

た「補助事業計画書」を使用して、作成してください。（公募時の事業計画書を、交付申請書「補助事業計画書」の必要箇所に転記してください。） 

 

■添付書類 見積書について 

公募申請時に、見積書を添付されている場合は、交付申請の際に添付は不要です。 

ただし、交付決定の後、実際に機械装置を発注される際には、公募申請時に添付された見積書の有効期限内であることに留意してください。（中間監査、確定検査で確

認します。） 

見積り有効期限が過ぎる場合には、交付申請時、または、交付決定以後に再度見積りを取り直してください。 

 

また、金額２０万円以上（税抜き）の機械装置を購入される場合は、資本関係にない３社以上の合い見積もりの取得が原則です。 

公募時、交付申請時に添付の見積書が１通の場合は、他２社分の合い見積もりを取ってください。 

（合い見積もりの有効期限が過ぎる場合も、再度見積りを取り直してください） 

※「業者選定理由書」を添付される場合は、必ず
．．

事前にご相談ください。安易な理由での添付は認めておりません。） 

 

次ページより、記載上の注意点を示します（サンプルはものづくり技術の様式ですが、革新的サービスも同様です）。 

※様式は、ページに収まらない場合は、縦に広げて記載してください（ページ数が増えても構いません）。 
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 ■ 受付番号 

採択通知左上の宛名の箇所に記載されています。 

今後の送付文書には、全てこの受付番号の記載が必要です。 

■ 提出年月日 

提出される年月日を記載。 

■ 申請者住所 

郵便番号、住所を記載。 

※郵便番号のみで、住所を記載忘れされるケースがあります。 

 必ず、住所を記載してください。 

補助事業の実施場所が本社所在地と異なる場合は、「本社所在地」と

「実施場所」を２段書きにて記載してください。 

■ 氏名 

申請者の名称（企業名）、代表者役職、代表者名を記載して、代表印を

押印してください。 

■ 事業計画名 

公募時の計画書に記載された、事業計画名を記載。 

■ （添付書類） 

添付のない項目は削除してください。 
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■ （１）申請者の概要等 

 法人番号、代表者役職、住所の記載モレにご注意ください。 

 事業実施場所が本社住所と異なる場合は、実施場所の住所、名称を

必ず記載してください。 

■ 担当者のメールアドレス 

今後、各種連絡にメールも利用します。 

メールアドレスを必ずご記載ください。また記載間違いにご注意くだ

さい。 

■ 株主等一覧表 

（平成  年  月  日現在）の記入漏れにご注意ください。 

■ 役員一覧 

役員一覧を別紙にて、添付された場合は、役員一覧のデータも併せて

ＣＤ－Ｒ等に格納してください。 

■ 経営状況表 

公募の時点以降に決算期が到来されている場合、最新の２期分でご記

載ください。 

決算期は過ぎたが、まだ決算書を作成されていない場合は、公募時と

同様で構いません。 
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■ １．事業計画名、２．事業計画の概要 

公募時の計画名、計画の概要と同じ内容で記載してください。 

（変更不可） 

■ ３．対象類型、４．事業類型 

公募時の計画書記載の内容と同じ個所にチェックをしてください。 

（変更不可） 

■ ５．事業の具体的な内容 

枠を広げて記載してください。複数ページになっても構いません。 

■ スケジュール 

事業の工程とスケジュールを記載。 

大型納入物の納入時期、終了予定時期を明確にする 

■ 導入する技術について、専門家指導について 

技術導入費、専門家経費の計上がない場合は、記載は不要です。 
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■ 将来の展望 

枠を広げて記載してください。複数ページになっても構いません。 

■ 事業計画 

（公募の時点以降に決算期が到来されている場合、最新分でご記載く

ださい） 

決算時期によって記載が難しい場合、例えば⑥設備投資額の記載欄を

が「１年後」になっているのを、「２年後」の欄にするなど、変更して

も構いません。 

■ これまでの補助金、委託費の交付の実績 

 過去５年以内の補助金・委託費の交付を受けた事業は必ず記載して

ください。また、現在実施中、現在申請中、今後申請予定の事業も

記載してください。 

 複数ある場合は、この枠を複製して記載してください。 

 公募申請時に未申告のものがあれば追加してください。 
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■ 経費明細表 

 該当の費目について、補助事業に要する経費（税込み、税抜き）、

補助対象経費、補助金交付申請額の４カ所に数字を記載してくださ

い。（「経費区分」の横の欄が全て埋まります） 

 不要な費目の行は削除してください。 

 費目がひとつであっても、合計欄も記載してください。 

 積算基礎欄を必ず記載してください。 

■ 金額欄 

購入する物件が２つ以上ある場合、金額欄（４カ所）は、その合計額

で記載してください。 

jib 

■ 補助金交付申請額 

補助対象経費の３分の２以内の金額で、以下を注意してください。 

 小数点以下は必ず「切り捨て」で記入。四捨五入、切り上げは不

可。 

 公募申請時に記載の金額が上限です。 

 合計欄は、それぞれの類型の補助金上限額以内の金額です。 

■ 積算基礎 

 購入する機械装置のメーカー、名称（品名）、型番等と、単価、数

量、金額（税込み）を記載。（名称のみ、金額のみは不可） 

 購入物が２つ以上ある場合は、それぞれについて記載。 

 

■ 資金調達内訳＜事業全体に要する経費調達一覧＞ 

 事業に要する経費の合計額は、前ページの経費明細表の補助事業に

要する経費（税込み）の合計額と一致します。 

 補助金交付申請額も、前ページの経費明細表の補助金交付申請額の

合計額と同額です。 

■ 資金調達内訳＜補助金を受けるまでの資金＞ 

 補助金を受けるまでの資金の合計額は、左表の補助金交付申請額と

同額です。 
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実際の様式の各欄に記載されている注意書きもよくご確認の上ご記入ください。 

計画内容等を別紙にされる場合や、本文中に「別紙参照」などと別紙を付けられる場合は、その別紙のデータも必ずＣＤ－Ｒ等に格納してください。 

経費明細表記載例 

■ 補助金交付申請額 

 9,333,333円を 9,333,000円と、任意の桁で金額を丸

めるのは可（任意）。 

 補助対象経費の３分の２の金額が、公募時の補助金額

を超える場合（例えば、公募時の補助金申請額が

9,000,000円であった場合）は、下記のように２段書

きにて記載してください。 

   9,000,000 

  (9,333,333) 


